



































































































































者の割合は 14％です。2065年になりますと 2人のうち 1人は 65歳以上の高齢者になるといわれてい
ます。
　生産年齢人口は 15歳から 65歳をいいますが、生産年齢人口を見てみますと、2017年には 73％ですが、
少子高齢化に伴って 2065年には 46％になります。日本の 51％を超える最低水準になると思われます。
　このように韓国で少子高齢化が急速に進んでいる理由なのですが、子どもを産んで育てるのが非常に

































見てみますと、在留外国人の数は 1990年末には 4.9万人でした。それが 2007年末には 100万人を突破
しました。2017年 3月の時点では 203.2万人となっています。全人口の 3.9％を外国人が占めています。
　また、就労ビザで在留している外国人労働者は 1999年には 9.2万人でした。それが 2017年 3月にな
りますと 57.5万人に増えました。同じ年の専門職労働者は 4.9万人でしたが、それが 1990年代と比べ
ますと 3.7倍増えています。ただし、増加率はそれほど高くないことが分かります。
　現在、韓国に在留している 15歳以上の外国人の経済活動状況の推移についてです。統計庁の外国人
雇用調査によりますと、韓国にいる 15歳以上の人口は 2016年に 1,425千人となっています。2013年と
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比べまして 299千人が増えました。






































































　ご覧のとおり、内閣府の 2017年の資料を見ますと 1950年になると、総人口の 5％、1970年代は 70％、
その後、徐々に高齢者の人口が高くなっていることが分かります。高齢者の人口は継続的に増加してい
まして、2013年に 65歳以上は 3,400万人ぐらいとなっていて、27.3％の割合となっています。このよ

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































メディアが付けた名前です。当時の、日本経済新聞が 1993年 6月 1日号で外国人労働者の春闘という
名前を付けました。私たちの名前は生活と権利のための外国人労働者一日行動です。
　これは省庁交渉です。この省庁交渉は、1993年は労働省と交渉しましたけれども、それから毎年や















































































































































































































































れます。この在留資格が 19％で、技能実習生が何と 21％です。そして、資格外活動のうち 86.8％が
留学ということは、全体の 20％強ですから技能実習生や留学生が 41％を超えているのです。このよう
な変な数字はないのです。
　これは厚生労働省のデータですけれども、労働者のカテゴリーに留学があるのはそもそもおかしいの
です。それをおかしいと言わなければおかしいのです。私の試算では留学生全体のうち 83％が働いて
います。
　このような国は、先進国、世界中を探してもどこにもないです。お隣の韓国でも 1.7％だそうです。
留学生は勉強をしに来ているので働かせないというのが基本的に受け入れ国の姿勢なのです。でも、日
本は 83％です。つまり、働くための入り口が留学生なのです。
　先ほどの特定活動というのは難民です。1万人以上が働いていて、難民申請で働いている人のおかげ
でオリンピック・パラリンピックは大いに助かっています。オリンピック・パラリンピックの工事でみ
んな一生懸命働いています。これはアルバイトです。先ほど隙間を埋めていると言ったでしょう？　ア
ルバイトで働いている人の業種ですが、宿泊、飲食、それから小売りというのは技能実習が認められて
いないところなのです。だから、技能実習を入れられないところは留学で穴埋めしているのです。
　もっと変な数字は、先ほど外国人労働者全体のうち 20％と言いましたけれども、宮崎県の場合だと
67.6％が技能実習生です。つまり、外国人労働者というと技能実習生です。産業別で、農業だと 8割近
く、建設では 67％が技能実習生です。このようなおかしなことはないのです。
　もう一度、言いますけれども、一部が悪用しているのではないのです。悪用する事例が現れたのでは
ないのです。初めから悪用する目的でつくられた制度なのです。私たちがこれからのことを考えると、
受け入れと共生、職場と地域、労働と生活、この切り離せない空間について切り離したかのような立て
方をすると間違います。
　ですから、今回、特定技能の受け入れで入管法を改正したのだけれども、その後、慌てて総合的な共
生政策というのを出していますけれども、実はこれは別個の問題ではないのです。日本の場合は別個に
しているからこういうおかしなことが起きました。
　ことしの 4月、原発に特定技能外国人を受け入れることができるということを入管庁がオーケーした
のです。新資格なら可能と書いてありますね。
　ところが、1カ月ちょっとたったら厚生労働省が「待った」と言ったのです。「ちょっと待って。駄
目よ」と。なぜかというと、放射線に暴露した後のフォローをどうするかについて全然用意されていな
いからです。
　放射線暴露というのは、5年後、10年後、どこで発症するか分かりません。帰国してから発症した場
合はどうするかなど、そういうフォローアップをしていません。これは厚生労働省に知見がありました。
なぜかというと、私たちと 30年間交渉してきていますから。私たちは、ずっと言ってきました。放射
線ではなくて、じん肺、粉じん暴露をしても、すぐ発症する人もいれば、10年後、20年後、30年後に
発症する人もいるのです。帰国してからどうするのかということを交渉してきました。その場合に日本
の労災保険を使えるかと。それは使えますと。あるいは、指をけがしたり手をなくした人の治療などは
国に帰ってからできるかと。そうしたら、できますということで、日本は労災保険にきちんと整備され
ているのです。
　こういうことのイメージは出入国管理だけではできないのです。つまり、受け入れと共生は別個の話
をしていると駄目なのです。私たちは移民社会をどうしていくのか。
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　東日本大震災の時に神奈川のフィリピン人のコミュニティーの人たちがアドボという料理で炊き出し
をしました。「鳥井さん、私たちにも行かせてよ」と。私は直後から炊き出しに毎週のように行ったの
ですけれども、私たちも参加させてほしいと。
　これも同じ神奈川の南アジア出身の労働者がタンドリーチキンとナンを焼いて、こうやって一緒にや
っているわけです。つまり、多民族・多文化救援運動と呼んでいます。上野の街をみんなでデモしてい
ます。「コンビニ弁当を作っているのは私です」「あなたのシャツを洗っています」。みんな、元気いっ
ぱいです。もう始まっている多民族・多文化共生社会なのです。労働者が労働者としてまっとうな移民
政策。つまり、使い捨てではないのです。社会の担い手です。先ほど、どなたかで出ていましたけれど
も、育てていくという視点が日本の場合は全然抜けています。先ほどケアワーカーなどが出ていました。
どう育てていくのか。社会の担い手になるのです。職場の担い手は社会の担い手や地域の担い手になっ
ていくのです。
　そして、移民の歴史的価値です。移民がいて、移民でこの社会が歴史的に出来上がってきたというこ
とです。東京や神奈川だって偉そうに言っても出稼ぎがみんな集まってきてできた町なのです。あるい
は、高校生までの歴史の授業で習うように、羅針盤はどうやって伝わっていったか、火薬はどうやって
できたか、それは当たり前のことに人が移動することによって出来上がったことなのです。
　使い捨てにさせずにこの社会を一緒につくっていくということです。働く仲間は地域の隣人です。そ
のためにはどうしたらいいかというと、政治的決断です。よく「技能実習制度をなくしてどうするんで
すか」と。簡単なことです。
　労働者の受け入れを制度にすればいいのです。ハローワークを使えばいいのです。日本は素晴らしい
ハローワークというものを持っているのです。これがなぜできないのでしょうか。そこが韓国との違い
なのです。韓国は、やったのです。韓国は、人権処遇法というか、雇用許可制度を導入することによっ
て外国人の移民の必要性を国民全体に認識の成就をしていって、そして外国人処遇法のようなものをつ
くっています。日本は、そこのところの決断をいつまでたってもしません。事実を見ません。何が必要
かということを考えません。人身売買、奴隷労働との決別。
　民主主義を進めていくということは、私たちのこれからの社会を進めていくことは、労使対等原則が
担保された多民族・多文化共生社会というのが一つの答えになると思います。これから事実を直視して
いきましょう。労使対等原則が担保された多民族・多文化共生社会へまっとうな移民政策を。
　終わりです。ありがとうございました。
石井：鳥井さま、ありがとうございました。日本の外国人労働者の受け入れと共生ができていないこと
について力強く発表していただきました。
　それでは、一度、ご登壇者の皆さま、あちらに並んでいただけますでしょうか。少し時間が押してお
りますので、ここから総合討論ということなのですが、時間も限られていますので、まずご登壇者の皆
さまの間で他のご登壇者の方のご報告に対して質問等がありましたら出していただきたいのですけれど
も、お願いします。
総括・質疑応答
　何かありませんか。先生、お願いできますか。お互いの発表の内容に関して何かコメントや質問等は
ありますか。遠慮なさらず。では、小川先生、お願いします。
小川：コ先生にお伺いしたいのですけれども、先ほど教育支援と言われていた中で韓国語を学ぶという
のがあったと思います。日本も英語圏ではないので日本語を学ぶということがありますが、その場合に
無料で韓国語教育を受けることができるとおっしゃっていたと思います。それは政府が支援していると
いうことでしょうか。
　もう一つ、韓国語ができるようになると他のビザに変更できるとおっしゃっていたと思います。雇用
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許可制の方が他のビザに変更することができるのかということについて、2点教えてください。
コ：2つの質問があったのですが、1つ目の質問については私が話して、2つ目の質問についてはソル
教授のほうが詳しいので、ソル教授にお答えをお願いしたいと思います。
　政府の支援によるものなのかという質問があったのですけれども、外国人労働者は、まず TOPIKと
いう試験がある時にその試験が受けられる資格がまた必要なのですが、そういう資格を持つ人がセンタ
ーに雇用されて、お金をもらって講義を行います。そのセンターが予算を政府から受け取ります。結局、
無料の韓国語の教育は政府の支援によって行われていると言えます。
ソル：雇用許可制度で E-9のビザを持っている人が就業期間が終わった時にビザを変更できる制度があ
ります。滞在資格変更があるのですけれども、E-9のビザを持っている者が韓国で資格を取得したり、
あるいは、一定の期間、教育を受けて、例えば韓国語能力の試験の点数が一定の点数以上でありますと
特定活動ビザに変更することができます。
　そして、その後、数年間、働いて、また他の資格があるのですけれども、居住資格を得ることができ
ます。韓国に永久に定着できる道が開かれています。制度は完璧に見えるのです。
　ただ、一つ、致命的な問題があります。E-9から E-7の特定活動ビザに変更できる道はあるのですけ
れども、数があまりにも限られています。年間 300人あったのですけれども、今は 600人まで可能なの
ですが、一般雇用許可制度で入ってきた人は 20万人以上います。ですので、本当に限られた人しか変
更することができません。ですので、これは問題になっています。
　以上です。
石井：そうしましたら、他にも何かありますか。お願いします。
コ：私は質問ではなくコメントなのですが、日本の共生の事例について発表があったのですけれども、
日本の現状について批判的なお話がありましたが、私は韓国の支援策についてお話ししましたが、それ
は、いい面を紹介しただけです。
　日本の事例と比べられたと思うのですが、実は、韓国は政府レベルで多文化というのが新しい時代の
モットーだと打ち出していますが、だからといって一般の国民の中に差別意識がないとは言えません。
　また、日本の事例の紹介もありましたが、日本で起きたような労災の隠蔽（いんぺい）あるいは事業
所における暴力問題などについて、一般の人がそれを知っていて、また差別していないとは言えません。
同じ問題を抱えています。
　しかし、そういう問題が起きた時にどのように処理すべきなのか。既存の官僚体制がそれに対応でき
るかというと、対応できないと見なされています。ですので、予算を支援するという形で NPOや NGO
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に任せています。書類の作成なども外国人に合う外国人のための支援サービスを民間に任せています。
　韓国でも同じ問題が起きていて、批判的に見るべきところもたくさんあるのです。また、国民の認識
の問題もあります。しかし、どのようにこの問題に対処すべきかを考えた時に官主導で動くよりは民間
領域の参加が重要だと私は言いたかったです。コメントでした。とにかく韓国もいろいろな問題を抱え
ています。
石井：先生、ありがとうございました。何かフィードバック等はありますか。鳥井さん、よろしいです
か。一言、頂ければ。
鳥井：今のご発言は、非常に参考になるというか、私たちにとっても大切な発言だと思います。
　実は、日本の場合では、ちょっと違っているのは、私はいろいろ課題を言いましたけれども、多民族・
多文化共生という言葉は使わなくても、いろいろな地方自治体の地域での NGOや NPOがいろいろ工
夫してやっていこうという努力をしているのはあるのです。
　しかし、私が言いたいのは、それが全部、中央では否定されてしまうわけです。これは非常に大変な
わけです。だから、地方自治体も非常に苦労しています。結局、地方自治体任せです。
　今回のいわゆるワンストップサービスというのを総合的共生策のところで政府としては出したのです
けれども、実際上は地方自治体に丸投げです。地方自治体もそういうのはあまりない所が多いので、そ
うすると私たちのような NGOに丸投げになっていったのです。しかも、それに伴った予算が付いてい
るかというと付いていないのです。
　もう一度、言いますけれども、外国人の集住地域の所では、キリスト教、仏教、イスラム教の人たち
の努力もあって、あるいは市民団体、NGO、あるいは地方自治体で努力して、いろいろな教室を開い
たり、日本語支援のボランティアや活動は既に始まっています
　そういう意味で、先ほど言いましたが、もう始まっている多民族・多文化共生社会になっているのだ
けれども、もう一方で、そのことを否定するようなデマといいますか、フェイクがどうしてまかり通っ
てしまうのかというようなことは政策と大きく関係しているのかなと思うわけです。
　先ほど言った健康保険の不正使用などはほとんどないのにもかかわらず、わざわざ法律改正をして健
康保険制度をつい最近変えたのです。
　海外にいる扶養家族に対する健康保険の使い方について、できないようなことをしてしまいました。
そういう意味でいうと、事実に基づいた、あるいは地域で努力していることをもっと拾い上げて集めて
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くるような政策などが求められているのかなと思います。
　日本と韓国の比較は非常に大切なことで、実は 90年代の初めは私たちのほうが支援運動は先に進ん
でいたのです。なぜかというと、先ほど外国人春闘と言ったでしょう？　みんな、オーバーステイだっ
たのです。つまり、在留資格がなくても労働組合に加入できたのです。
　これは、韓国の市民運動をしている人たちが、どうしてそういうことができるのか教えてほしいとい
うことで韓国から勉強しに来られたり、あるいは私もソウルに行きました。ソウルで、日本の移住者支
援運動のノウハウといいますか、どうやっていくのかということを教えてくれということでソウルに行
ってやったのです。それが、あっという間に韓国の人々の力がぐっと進んだわけです。そして、政府も
実態や事実に見合った政策をやっているのだと思います。
　もちろん、不十分な点もあるのだろうと思います。課題も多いと思いますけれども、そういうところ
で民間の運動がやることが政策とかみ合っていくような方向性にはなっているのだろうなと思うので
す。
　私たちは、どうしてもそこのところでもう一歩前へ進めていません。先ほどから、繰り返し、同じよ
うなことになりますけれども、日本の現状や事実を直視した政策をどのように求めていくことができる
のか、私たちが地域あるいは市民社会のほうからどうやって押し上げていくことができるのかというこ
とを韓国の事例を見ながら探っていきたいなと思います。
石井：先生方、どうもありがとうございました。
　そう致しましたら、ここで今一度、皆さま、ご登壇者の皆さまにぜひ盛大な拍手をお願い致します。
　シンポジウム全体を通しまして、日本の外国人労働者受け入れの政策と取り組みの中で韓国からも学
べるところがたくさんありそうだというところが分かったかと思います。
　今日は、非常に長い時間でしたが、ご清聴いただきましてありがとうございました。
　これで全てのプログラムを終了させていただきます。
　先生方も長い時間どうもありがとうございました。
 （いしい　りさこ　所員　神奈川大学法学部准教授）
